
1 

 

川崎市新生児聴覚検査事業実施要綱 

 

令和３年 ９月 ３日  

３川ここ福第８９０号  

市  長  決  裁  

 

（趣旨） 

第１条 聴覚障害は、早期に発見され適切な支援が行われた場合には、聴覚障

害による音声言語発達等への影響を最小限に抑えられることから、その早期

発見・早期療育を図るために、川崎市新生児聴覚検査事業（以下「事業」と

いう。）を実施することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（対象児） 

第２条 事業において、新生児等を対象として行う聴覚検査（以下「検査」と

いう。）を受けることのできる者（以下「対象児」という。）は、検査受診

時に市内に住所を有する者が出産した子又は市内に住所を有する子とする。 

２ 前項に定める対象児のほか、市長が特に必要と認めた者については、事業

の対象とすることができるものとする。 

 （検査実施機関等） 

第３条 検査は、公益社団法人川崎市医師会（以下「医師会」という。）に委

託し、医師会に所属する医師が従事する病院又は診療所において実施する。 

２ 本事業について、市長が必要と認めた場合は、前項に定める検査の実施機

関（以下「検査実施機関」という。）以外の病院、診療所又は助産院と本事

業の実施に関する協定を締結することで、当該機関（以下「検査協力機関」

という。）において、検査を実施させることができる。 
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（検査の実施時期） 

第４条 検査実施機関又は検査協力機関（以下「検査実施機関等」という。）

は、概ね生後３日以内に初回検査を行い、その結果、リファー（要再検査）

となった場合は、概ね生後１週間以内に確認検査を実施することとする。た

だし、特別な事情により検査を実施することができないときは、生後６０日

以内のできるだけ早い時期に実施することとする。 

２ 前項の規定に関わらず、対象児が未熟児など特別な配慮が必要な場合は、

医師により適切に判断した時期に実施することとする。 

（検査の実施方法） 

第５条 事業の対象となる検査は、自動聴性脳幹反応検査（AABR）又は耳音響

放射検査（OAE）とする。 

 （検査費用の助成） 

第６条 市長は、検査実施機関等で受けた健康保険の対象外となる検査に要し

た費用に対し、対象児１人につき初回検査に限り、検査の実施方法に応じて、

別表に定める額を上限に助成するものとする。ただし、当該検査に要した費

用がこれに満たないときは、その額とする。 

２ 前項の規定による助成は、対象児の保護者が、川崎市新生児聴覚検査受診

券（第１号様式）（以下「受診券」という。）に所定の事項を記入して、検

査実施機関等に提出し検査を受けた場合において、市長が助成費用を当該検

査実施機関等に支払うことにより行うものとする。 

 （受診券の交付） 

第７条 市長は、対象児の母が妊娠の届出をした際に受診券を交付するものと

する。なお、対象児の母が他の地方公共団体において、妊娠の届出をした場

合又は対象児が他の地方公共団体において、検査を受けていない場合にあっ
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ては、本市に転入の届出をしたのちに、対象児の母もしくは保護者に対し、

受診券を交付するものとする。 

 （受診券の有効期間） 

第８条 受診券の有効期間は、対象児が生後６０日に達する日までとする。 

（検査費用の請求） 

第９条 検査実施機関が第６条の規定に基づいて、検査を実施した場合は、川

崎市新生児聴覚検査請求明細書兼決定通知書（第２号様式）を作成し、本市

と医師会との契約に定めるところにより市長に費用を請求するものとする。 

２ 検査協力機関が第６条の規定に基づいて、検査を実施した場合は、別に定

めるところにより市長に費用を請求するものとする。  

（検査費用の支払い） 

第１０条 市長は、前条第１項の規定に基づき費用の請求を受け、その請求内

容が適当と認められた場合、本市と医師会との契約の定めるところにより費

用を支払うものとする。 

２ 市長が前条第２項の規定に基づき、費用の請求を受けたときの検査協力機

関への費用の支払いについては、別に定めるところによるものとする。 

 （償還払い） 

第１１条 市長は、対象児が検査実施機関等以外の医療機関等において第４条

で規定する時期に検査を受けた場合のほか、第６条第２項による助成を受け

ていない場合において、対象児の保護者が検査を実施した医療機関等に支払

った検査の費用を別表に定める額を上限に助成することができる。この場合

において、対象児の保護者は、対象児が検査を受けた日から起算して１年以

内に、川崎市新生児聴覚検査費用助成申請書（第３号様式）に次に掲げる書

類を添えて、第６条に規定する額を限度として検査の費用を市長に請求でき
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るものとする。 

（１）検査を実施した医療機関等が発行した、対象児又は母の氏名、検査の費

用が記載されている領収書の写し 

（２）検査の受診日及びその結果が記載されている母子健康手帳の写し 

（３）出生届出済の証明が記載されている母子健康手帳の写し 

（４）振込先となる金融機関の口座番号等が確認できる書類 

（５）その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による申請は、市長が別に定める方法により川崎市簡易版電子

申請サービスを利用して行うことができる。 

３ 紛失等により対象児の保護者が第１項第１号、第２号又は第３号の書類を

添付できない場合は、川崎市新生児聴覚検査受診証明書（第４号様式）を添

付するものとする。 

４ 市長は、第１項の規定による申請を受けた場合は、その内容を審査し、助

成の可否を決定して、川崎市新生児聴覚検査費用助成金交付決定通知書(第

５号様式）又は川崎市新生児聴覚検査費用助成金不承認決定通知書（第６号

様式）により対象児の保護者へ通知するものとする。  

５ 市長は、助成を決定する場合において必要があると認めるときは、当該決

定に関し必要な事項について申請者に報告を求め、または申請者が受診した

医療機関等に照会するものとする。 

６ 市長は、助成の交付決定を受けた者に対し、助成する金額を、助成の交付

決定を受けた者の指定する口座に振り込むことにより助成を行う。  

（助成金の返還） 

第１２条 市長は、偽りその他不正の手段により助成を受けた者があるときは、

その者に対し、すでに助成した額の全部又は一部の返還を命ずることができ
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る。  

（事業の周知） 

第１３条 市長は、事業の円滑な実施を図るため、医師会及び検査実施機関等

その他関係団体の協力を得ながら、市民に対して事業の周知徹底を図るもの

とする。 

（検査の事後指導） 

第１４条 検査実施機関等は、検査結果を母又はその他の保護者に対し速やか

に説明し、同意を得たうえで母子健康手帳に検査年月日及び結果を記録し、

もしくは検査結果の写しを添付するものとする。 

２ 検査実施機関等は、検査を受けた者のうち確認検査でリファー（要再検査

）となった者について、保護者の同意を得たうえで速やかに本市へ情報提供

を行うものとする。 

（保護者への支援） 

第１５条 市長は、事業を実施するに当たり、必要に応じて関係機関と連携を

図り、対象児及びその保護者に対して、次に掲げる支援を行うものとする。 

（１）新生児の訪問指導等の際に、母子健康手帳を活用しながら、検査の受診

状況を確認すること。 

（２）未受診の場合は、保護者に対し検査の受診勧奨を行うこと。 

（３）検査の結果、支援が必要であれば要支援児とその保護者に対し適切な指

導援助を行うこと。 

（検査実施状況の把握） 

第１６条 市長は、前条の規定により確認した受診状況等について、とりまと

め、継続的な検査実施状況等の把握に活用するものとする。 

（秘密の保持） 
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第１７条 本事業の関係者は、秘密保持に最大の配慮を払うとともに、本事業

により知り得た秘密を本事業の目的以外に利用しないものとする。  

（委任） 

第１８条 本要綱に規定するもののほか、本事業の実施に関して必要な事項は

こども未来局長が別に定めるものとする。 

附 則 

 この要綱は、令和３年９月３日から施行し、令和３年１０月１日以降に出生

した者の検査から適用する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和４年６月９日から施行し、令和４年４月１日以降に実施

した検査から適用する。 

 （経過措置） 

２ 旧要綱の規定により調製した帳票で、現に残存するものについては、当分

の間、必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用することができる。 

 

別表（第６条関係） 

区分 上限額 

自動聴性脳幹反応検査（AABR） ３，０００円 

耳音響放射検査（OAE） １，５００円 

 

 

 

 


